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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期
第３四半期
連結累計期間

第81期
第３四半期
連結累計期間

第80期
第３四半期
連結会計期間

第81期
第３四半期
連結会計期間

第80期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

　自平成21年
４月１日

　至平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 51,284 56,418 18,714 18,940 70,560

経常利益 （百万円） 181 4,619 890 1,782 913

四半期（当期）純利益

（△純損失）
（百万円） △181 2,549 508 952 254

純資産額 （百万円） － － 116,855 117,620 117,658

総資産額 （百万円） － － 137,850 147,248 138,122

１株当たり純資産額 （円） － － 2,560.922,579.252,578.30

１株当たり四半期　（当
期）純利益（△純損失）

（円） △4.02 56.65 11.28 21.15 5.66

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 83.6 78.8 84.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,829 9,337 － － 2,531

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 340 △2,056 － － 3,973

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,761 △1,453 － － △1,810

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（百万円） － － 21,233 34,416 29,110

従業員数 （人） － －
1,627

[118]

1,542

[100]

1,579

[114]

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第80期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第80期第３四半期連結会計期間の

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５．第81期第３四半期連結累計期間および第81期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６．従業員数は当企業集団から当企業集団外への出向者および嘱託者を除いた就業人員であり、嘱託者数は[　]

内に外数で記載しております。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当企業集団（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

  

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,542[100]

　（注）従業員数は当企業集団から当企業集団外への出向者および嘱託者を除いた就業人員であり、嘱託者数は[　]内に外

数で記載しております。

 

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,226[87]

　（注）従業員数は当社から社外への出向者および嘱託者を除いた就業人員であり、嘱託者数は[　]内に外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称　 金額（百万円）　
　

前年同四半期比（％）

材料事業 17,561 －

装置事業 794 －

合計 18,355 －

　（注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

 

 

(2）受注状況

　当社および連結子会社は、基本的には見込生産を行っております。ただし、装置事業は受注生産であり、その状況は

次のとおりであります。

セグメントの名称　 受注高（百万円）　
　

受注残高（百万円）　
　

前年同四半期比
（％）

前年同四半期比
（％）

装置事業 1,456 － 18,794 －

　（注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

 

 

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称　 金額（百万円）　
　

前年同四半期比（％）

材料事業 18,138 －

装置事業 801 －

合計（百万円） 18,940 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

  当社は、平成22年11月19日開催の取締役会において、Eastman Kodak Company（米国）に対して、印刷材料事業を譲

渡することについて決議を行い、同日付で事業譲渡契約を締結いたしました。なお、事業譲渡を行う日は、平成23年３

月１日の予定であります。

  その主な内容は、次のとおりであります。

(１) 平成23年３月１日付（予定）で、当社の印刷材料事業の実質的にすべての資産を、当社完全子会社であるRPB

マーケティング株式会社および山梨RPBサプライ株式会社に吸収分割し承継させるとともに、当社完全子会社であ

る山梨応化株式会社の印刷材料事業の実質的にすべての資産を山梨RPBサプライ株式会社に吸収分割し承継させ

ることといたします。なお、平成23年３月１日付（予定）で、当社および山梨応化株式会社は、RPBマーケティング

株式会社および山梨RPBサプライ株式会社のすべての株式をEastman Kodak Company（米国）の日本法人であるコ

ダック株式会社に譲渡いたします。

(２) 平成23年３月１日付（予定）で、当社完全子会社であるトウキョウ・オーカ・コウギョウ・ヨーロッパ・ビー

ブイ（TOKYO OHKA KOGYO EUROPE B.V.）（オランダ）の印刷材料事業の実質的に全ての資産を、Eastman Kodak

Company（米国）のオランダ法人であるKodak Nederland B.V.に譲渡いたします。

(３) 当社および当社子会社は、Eastman Kodak Company（米国）およびその子会社から、当該事業譲渡の対価として、

当事者間で協議し決定した適正なる価額の支払を受けます。

(４) その他必要な事項は、当社およびEastman Kodak Company（米国）の間で協議の上決定いたします。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業集団（当社および当社の関係会社）が判断

したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国経済は、新興国経済の改善

や政府による政策効果等により、輸出が増加し生産に持直しの動きが見られましたが、デフレや円高の進行に加え、

依然として厳しい雇用情勢が続くなど、景気の先行きに不安を残す状況で推移しました。

　このような情勢の下、当企業集団は、印刷材料事業の譲渡を決断するなど、継続して事業構造改革に取り組んでま

いりました。また、半導体および液晶ディスプレイ市場の需要拡大を背景に、半導体用および液晶ディスプレイ用

フォトレジストや高純度化学薬品の出荷が増加するなど、材料事業は堅調に推移いたしました。しかし、装置事業で

は新技術を搭載した塗布装置の検収の遅れにより厳しい損益となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は189億4千万円（前年同期比1.2％増）、営業利益は15億72

百万円（同3.2倍）、経常利益は17億82百万円（同2.0倍）、四半期純利益は９億52百万円（同87.4％増）となりま

した。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①材料事業

　エレクトロニクス機能材料部門は、高機能携帯電話やタブレット端末等の需要拡大を背景に、半導体用フォトレジ

ストの先端材料および液晶ディスプレイ用フォトレジストが好調に推移し、当部門の売上高は108億56百万円（前

年同期比4.3％増）となりました。

　高純度化学薬品部門におきましても、北米地域および国内で売上を伸ばし、当部門の売上高は63億17百万円（同

8.2％増）となりました。

　印刷材料部門では、印刷用感光性樹脂版において、北米地域での拡販が奏功し、当部門の売上高は９億８千万円

（同26.9％増）となりました。

　この結果、材料事業の売上高は181億38百万円（同6.6％増）、営業利益は25億94百万円（同29.5％増）となりまし

た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円） 

 前第３四半期 当第３四半期 増減額 増減率

売上高 17,009  18,138   1,129  6.6％

営業利益 2,003    2,594   591  29.5％

 

②装置事業

　液晶パネル製造装置は、出荷済製品の検収の遅れから売上は前年同期を下回りました。

　この結果、装置事業の売上高は８億29百万円（同51.8％減）、営業損失は新技術を搭載した塗布装置の検収の遅れ

により1億38百万円となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円）

 前第３四半期 当第３四半期 増減額 増減率

売上高 1,721    829    △892  　 △51.8％

営業損失（△） △643    △138    505   －

　

　なお、セグメント間の取引につきましては、相殺消去しておりません。

  

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は1,472億48百万円で、第２四半期連結会計期間末に比べ46億70百万円増

加いたしました。 

　流動資産は48億24百万円増加いたしましたが、これは現金及び預金が27億28百万円、受取手形及び売掛金が５億85

百万円、たな卸資産が13億82百万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。

　固定資産につきましては１億53百万円減少いたしましたが、これは投資その他の資産のその他が投資有価証券の

増加等により５億３百万円増加したものの、有形固定資産が減価償却の進行等により６億56百万円減少したことが

主な要因であります。

　負債合計は296億28百万円で、第２四半期連結会計期間末に比べ44億76百万円増加いたしました。これは賞与引当

金が６億７百万円減少したことに対し、流動負債のその他が前受金の増加等に伴い45億２百万円、未払法人税等が

２億39百万円、支払手形及び買掛金が２億３千万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。

　純資産合計は1,176億２千万円で、第２四半期連結会計期間末に比べ１億94百万円増加いたしました。これは為替

換算調整勘定が３億51百万円減少したものの、利益剰余金が当四半期純利益の確保等により２億76百万円、その他

有価証券評価差額金が２億56百万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は78.8％となりました。
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(3）キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加や売上債権の増加等があ

りましたものの、前受金の増加や税金等調整前四半期純利益等により、前年同期に比べ20億29百万円の資金支出か

ら42億76百万円の資金収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等がありましたものの、定期預金の純減少

等により、前年同期に比べ４億88百万円の資金投下から13億36百万円の資金収入となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、前年同期に比べ１億48百万円減少の６億72百万円

の資金支出となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末に比べ47億14百

万円増加し、344億16百万円となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当企業集団の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　①　基本方針の内容 

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続的に確保・向上させていくことを可能とする者

である必要があると考えております。 

　当社は、昭和15年の創業以来、「技術のたゆまざる研鑽」、「製品の高度化」、「社会への貢献」、「自由闊達」を

経営理念とし、社会とともに発展していくことを目指し、常に新しい価値の創造に向かってチャレンジしてまいり

ました。また、当社は、長年にわたり国内外の取引先や従業員等のステークホルダー（利害関係者）と良好な関係を

築きあげてきたほか、独自に蓄積した技術資源と新技術をダイナミックに組み合わせることにより当社のコア技術

である微細加工技術を進化させるなど、当社の事業特性を十分に生かした経営を行ってまいりました。 

　当社の企業価値の源泉であるステークホルダー（利害関係者）との関係や事業特性を十分に理解することなく、

当社株式等の大規模な買付行為を行った後の当社の経営方針の安易な変更やいわゆる焦土化経営等により、ステー

クホルダー（利害関係者）との良好な関係が破壊され、技術資源や新技術が流出することは、当社株主共同の利益

および当社企業価値を著しく毀損することとなりますため、これにつながる当該買付行為を行い、または行おうと

する者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切と考えております。 

　当社取締役会は、当該買付行為に際し、当社株式等を売却するか否かは、最終的には、当社株式等を保有する株主の

皆様のご判断に委ねられるべきものであると考えておりますが、叙上の事業特性を十分に理解することなく当社の

企業価値を向上させることは困難でありますので、株主の皆様が当該買付行為を評価する際、当該買付行為を行い、

または行おうとする者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担い当社の事業特性を十分に理

解している当社取締役会の当該買付行為に対する評価・意見等も含めた十分な情報が適時・適切に株主の皆様へ

提供されることが極めて重要になるものと考えております。 

　こうした考えのもと、当社取締役会は、当該買付行為が行われる際に、当該買付行為に応じるべきか否かを株主の

皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために、

当該買付行為を行い、または行おうとする者と交渉を行うことなどを可能にする仕組みを設け、当該買付行為が当

社株主共同の利益および当社企業価値を著しく損なうと判断される場合等には、法令および当社定款の許容する限

度において相当と判断した対抗措置をとることが、株主の皆様から負託された当社取締役会としての責務であると

考えております。 

　②　基本方針の実現に資する特別な取組み 

（イ）企業価値向上への取組み 

　当社は、当社株主共同の利益および当社企業価値の持続的な確保・向上を図るため、現在の厳しい事業環境から

逸早く脱却し、過去最高益の更新と継続的な利益の確保に努めてまいります。この実現に向けて、材料事業と装置

事業を有する当社の強みを生かし、他企業との事業提携等も視野に入れながら、既存コア事業の競争力強化や当社

の将来を担う新規事業の創出と育成に努めるとともに、徹底した構造改革によるコストダウン等を推進するなど、

積極的な施策を講じてまいる所存であります。 

（ロ）コーポレート・ガバナンスについて 

　当社は、創業以来の経営理念のもとに掲げた「CSR（企業の社会的責任）意識の高い会社」、「ファインケミカル

分野の世界市場で、高いシェアを有し、利益率の高い製品を数多く有する会社」、「収益力が高く、財務内容の健全

な会社」および「ステークホルダー（利害関係者）から高い信頼と満足を寄せられるブランド力のある会社」と

いう４つの経営ビジョンを実現することが、株主の皆様をはじめ、多くのステークホルダー（利害関係者）に共通

する利益の実現ならびに企業価値の向上につながるものと確信しており、これらの経営ビジョンの実現に向けて、

経営の透明性、健全性ならびに意思決定の迅速化等による効率性の確保を目的としたコーポレート・ガバナンス

の充実を経営上の重要課題の一つと位置づけております。 
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　こうした考えのもと、当社は、経営環境の変化に迅速に対応するとともに、事業年度における取締役の経営責任を

明確にするため、取締役の任期を２年から１年に短縮する一方、独立性を有する社外取締役の選任や執行役員制度

の導入により経営監督機能の強化や意思決定の迅速化を図るなど、コーポレート・ガバナンスの強化に努めてお

ります。 

　③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

　当社取締役会は、上記「基本方針の内容」に記載のとおり、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、

当社の財務および事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社株主共同の利益および当社企業価値を

持続的に確保・向上させていくことを可能とする者である必要があると考えており、これに反する者は、当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者として不適切と考えております。当社取締役会は、このような不適切な者

により当社の財務および事業の方針が決定されることや、当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損す

ることにつながる当社株式等の大規模な買付行為を防止し、当該買付行為が行われる際に、株主の皆様が応じるか

否かについて適切に判断できるようにするため、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」

（以下、「旧買収防衛策」といいます）を策定し、平成18年６月29日開催の第76回定時株主総会においてご承認い

ただきましたが、旧買収防衛策の有効期間が平成21年６月25日開催の第79回定時株主総会（以下、「本定時株主総

会」といいます。）終結の時まででありましたため、当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上の観点

から、継続の是非も含めてそのあり方について検討してまいりました結果、情勢の変化や平成20年６月30日に企業

価値研究会が公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容等を踏まえるとともに、金融

商品取引法およびその関連法令の改正や株券電子化の実施を考慮し、実質的内容に変更はありませんが、項目の一

部改定や文言の修正等を含め、これを一部修正したうえで、「当社株式等の大規模買付行為への対応方針（買収防

衛策）」（以下、「買収防衛策」といいます。）として継続することにつき本定時株主総会においてご承認いただ

きました。 

　買収防衛策におきましては、当該買付行為を行い、または行おうとする者（以下、「大規模買付者」といいます。）

が当該買付行為に先立ち、当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、それに基づき当社取締役会が当該

買付行為について検討・評価を行うための期間を設け、かかる期間が経過した後に当該買付行為が開始されるとい

う大規模買付ルールを定めております。 

　当社取締役会は、大規模買付者に対してこの大規模買付ルールの遵守を求め、大規模買付ルールに則り必要かつ十

分な情報を受領した場合には、その内容を吟味し、当社取締役会としての見解を適時・適切に開示し、買付提案の受

入れまたは代替案の提示等、その見解に基づく対応をとることといたします。また、大規模買付者が大規模買付ルー

ルを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっても当該買付行為が当社株主共同の利益および当

社企業価値を著しく損なうと判断される場合には、一定の対抗措置をとることができますが、その発動にあたりま

しては、判断の公平さを担保するために、以下の手続きを経る仕組みを設けております。 

（イ）当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、当社取締役会から独立した組織である特別委員会に対し対抗措置

の発動の是非について諮問いたします。 

（ロ）特別委員会は、この諮問に基づき、買収防衛策の「大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に定める対応

方針に従って対抗措置の発動の是非について判断し、当社取締役会に対して勧告を行います。 

（ハ）当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重するものといた

します。 

（ニ）当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、当社取締役の過半数が出席し、その出席取締役の過半数によ

り決定することといたします。また、当社取締役会は、特別委員会に諮問するとともに、大規模買付者の提供す

る大規模買付情報に基づいて、外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者および当該大規模買付行為

の具体的内容ならびに当該大規模買付行為が当社株主共同の利益および当社企業価値に与える影響等を検討

するものといたします。 

　なお、仮に、当社取締役会が具体的な対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合は、当社取締役会で定め

る割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する当社株式１株につき１個の割合

で新株予約権を無償で割り当てることになりますが、新株予約権の取得の条件、新株予約権の行使期間および行使

条件（大規模買付者およびそのグループは、当該新株予約権を行使できないものとするなど）その他の新株予約権

の内容は、対抗措置としての効果を勘案して変更することがあります。　 

　④　上記取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由 

（イ）上記②の取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由 

　上記②の取組みにつきましては、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続的に確保・向上させるために実

施しているものでありますので、基本方針に沿うものであり、かつ、当社株主共同の利益を損なうものではないと

考えております。また、コーポレート・ガバナンスの強化により取締役の経営責任の明確化等を図っていることか

ら、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

（ロ) 上記③の取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由 

　上記③の取組みにつきましては、以下の理由により、基本方針に沿うものであり、当社株主共同の利益を損なうも
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のではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

●　買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

　買収防衛策は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保

又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める３原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20

年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえております。

●　当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上の目的をもって継続されるものであること 

　買収防衛策は、大規模買付行為が行われる際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模

買付者と交渉を行うことなどを可能とすることにより、当社株主共同の利益および当社企業価値を確保・向上

させるという目的をもって継続されるものであります。 

●　株主意思を重視するものであること 

　買収防衛策は、本定時株主総会においてご承認いただいたものであります。また、本定時株主総会後の当社株

主総会において変更または廃止の決議がなされた場合には、買収防衛策は当該決議に従い変更または廃止され

ることとなります。従いまして、買収防衛策の継続、変更および廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映され

る仕組みとなっております。 

●　独立性の高い社外者の判断を重視し、その判断の概要について情報開示を行うこと 

　当社は、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的な判断を排し、取締役会の判断およ

び対応の客観性および合理性を確保することを目的として特別委員会を設置しております。特別委員会は、当

社の業務執行を行う経営陣から独立し、当社および当社取締役との間に特別の利害関係を有していない社外者

の中から選任された委員で構成され、当社取締役会は、その判断に際して特別委員会の勧告を最大限尊重する

こととしております。 

　また、当社は、特別委員会の判断の概要について株主および投資家の皆様に適時・適切に情報開示を行うこと

とし、当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上に資するよう買収防衛策の透明な運営が行われる

仕組みを確保しております。 

●　合理的かつ客観的な発動要件を設定していること 

　買収防衛策は、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

●　デッドハンド型およびスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

　買収防衛策は、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができ

るものとしております。従いまして、買収防衛策は、デッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

　また、当社は、取締役の任期を１年としており、取締役選任議案に関する議決権行使を通じ、買収防衛策の継

続、買収防衛策に基づき取締役会決議により発動された対抗措置に対し、株主の皆様の意思が反映できること

としているため、買収防衛策は、スローハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことが

できないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。　

 

(5）研究開発活動　

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15億64百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当企業集団の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 197,000,000

計 197,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
　現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月９日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融　
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,600,000　　　　 46,600,000
 東京証券取引所

 (市場第一部)

 権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式で、単元株式

数は100株であります。

計 46,600,000　　　　 46,600,000　　　　 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金　
増減額

（百万円）

資本準備金　
残高　　　（百
万円）

 平成22年10月１日～

 平成22年12月31日
― 46,600,000 ― 14,640 ― 15,207

 

（６）【大株主の状況】

　　　　　 当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社およびその共同保有者１社から平成22年10月22日付で

提出された株券等の大量保有に関する変更報告書により、平成22年10月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式

を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株

式数の確認ができません。なお、その変更報告書の内容は、次のとおりであります。

 氏名または名称  住所
 保有株券等の数

 (千株)

 株券等保有割合

(％)

 フィデリティ投信株式会社
 東京都港区虎ノ門４－３－１ 城山トラスト

タワー
2,524 5.42

 エフエムアール エルエルシー

 (FMR LLC)

 82 Devonshire Street, Boston,

Massachusetts 02109, USA
873 1.87

計  ― 3,397 7.29
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（７）【議決権の状況】

     当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― 　―  ―

議決権制限株式(自己株式等) ― 　　―  ―

議決権制限株式(その他)  ―  ―  ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

1,594,300

 ― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

44,978,300
449,783 同上

単元未満株式
普通株式

27,400
 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数  46,600,000  ―  ―

総株主の議決権  ― 449,783  ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株を含めております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名　　　　　　または
名称

所有者の住所
  自己名義  
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 (自己保有株式)　　　　　

東京応化工業株式会社

神奈川県川崎市中原区

中丸子150番地
1,594,300 ― 1,594,300 3.42

計 ― 1,594,300 ― 1,594,300 3.42

　

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,004 1,938 1,721 1,583 1,536 1,535 1,586 1,637 1,821

最低（円） 1,738 1,555 1,468 1,442 1,315 1,333 1,448 1,451 1,546

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第

３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 43,481 38,393

受取手形及び売掛金 21,947 20,633

商品及び製品 18,906 12,180

仕掛品 2,851 4,774

原材料及び貯蔵品 3,452 3,044

その他 4,729 4,024

貸倒引当金 △184 △299

流動資産合計 95,184 82,751

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 16,446 17,542

その他（純額） 15,565 16,828

有形固定資産合計 ※1
 32,011

※1
 34,370

無形固定資産 287 402

投資その他の資産

長期預金 11,000 10,000

その他 9,396 11,466

貸倒引当金 △632 △868

投資その他の資産合計 19,764 20,597

固定資産合計 52,064 55,371

資産合計 147,248 138,122
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,982 8,318

未払法人税等 501 234

賞与引当金 755 1,276

その他 17,892 8,284

流動負債合計 27,132 18,113

固定負債

退職給付引当金 1,541 1,344

その他 954 1,006

固定負債合計 2,495 2,350

負債合計 29,628 20,464

純資産の部

株主資本

資本金 14,640 14,640

資本剰余金 15,207 15,207

利益剰余金 90,841 89,634

自己株式 △2,928 △2,927

株主資本合計 117,761 116,555

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,128 1,477

為替換算調整勘定 △2,810 △1,993

評価・換算差額等合計 △1,681 △516

少数株主持分 1,541 1,618

純資産合計 117,620 117,658

負債純資産合計 147,248 138,122
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 51,284 56,418

売上原価 37,429 38,265

売上総利益 13,854 18,153

販売費及び一般管理費 ※1
 14,131

※1
 13,720

営業利益又は営業損失（△） △277 4,432

営業外収益

受取利息 126 61

受取配当金 － 113

受取技術料 73 67

その他 472 290

営業外収益合計 672 532

営業外費用

為替差損 17 205

休止固定資産減価償却費 50 14

租税公課 112 72

その他 33 53

営業外費用合計 213 345

経常利益 181 4,619

特別利益

固定資産売却益 6 10

関係会社株式売却益 81 －

貸倒引当金戻入額 58 288

特別利益合計 145 299

特別損失

固定資産除却損 － 176

減損損失 ※2
 118 －

投資有価証券評価損 － 124

割増退職金 331 －

その他 108 128

特別損失合計 558 429

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△230 4,488

法人税、住民税及び事業税 239 749

過年度法人税等 － ※3
 △114

法人税等調整額 △306 1,165

法人税等合計 △67 1,801

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,687

少数株主利益 18 137

四半期純利益又は四半期純損失（△） △181 2,549
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 18,714 18,940

売上原価 13,654 12,693

売上総利益 5,059 6,246

販売費及び一般管理費 ※1
 4,560

※1
 4,674

営業利益 499 1,572

営業外収益

受取利息 32 10

為替差益 132 －

受取技術料 37 26

保険配当金 81 72

持分法による投資利益 － 54

その他 139 85

営業外収益合計 423 251

営業外費用

為替差損 － 31

休止固定資産減価償却費 20 4

その他 10 4

営業外費用合計 31 40

経常利益 890 1,782

特別利益

関係会社株式売却益 81 －

貸倒引当金戻入額 37 59

その他 5 3

特別利益合計 124 62

特別損失

固定資産除却損 － 120

減損損失 118 －

工場閉鎖関連損失 34 －

その他 2 ※2
 △1

特別損失合計 155 119

税金等調整前四半期純利益 859 1,726

法人税、住民税及び事業税 183 318

過年度法人税等 － △0

法人税等調整額 172 399

法人税等合計 356 717

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,008

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 56

四半期純利益 508 952
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△230 4,488

減価償却費 4,053 3,258

減損損失 118 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 108 △328

賞与引当金の増減額（△は減少） △748 △516

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 197

受取利息及び受取配当金 △230 △174

為替差損益（△は益） △116 626

固定資産除却損 － 176

関係会社株式売却損益（△は益） △81 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 124

売上債権の増減額（△は増加） △5,417 △1,685

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,047 △5,509

仕入債務の増減額（△は減少） 852 △267

前受金の増減額（△は減少） 1,041 9,384

その他 △1,054 △90

小計 △2,752 9,685

利息及び配当金の受取額 200 154

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 733 △595

過年度法人税等の支払額又は還付額(△は支払) － 93

その他の支出 △11 △0

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,829 9,337

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 4,617 1,657

有形固定資産の取得による支出 △1,157 △754

無形固定資産の取得による支出 △75 －

長期預金の預入による支出 △2,000 △4,500

長期預金の払戻による収入 － 2,000

その他 △1,045 △459

投資活動によるキャッシュ・フロー 340 △2,056

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,433 △1,344

少数株主への配当金の支払額 △190 △105

その他 △137 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,761 △1,453

現金及び現金同等物に係る換算差額 26 △520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,224 5,306

現金及び現金同等物の期首残高 24,458 29,110

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 21,233

※1
 34,416
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第

18号　平成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ３百万円減

少し、税金等調整前四半期純利益は78百万円減少しております。　　　

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」　(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取配当金」（前第３

四半期連結累計期間１億４百万円）については、営業外収益の総額の100分の20超となったため、当第３四半期連結累

計期間においては区分掲記しております。

　

　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」（前第

３四半期連結累計期間44百万円）については、特別損失の総額の100分の20超となったため、当第３四半期連結累計期

間においては区分掲記しております。

　 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「退職給付引当金の増減額(△は減少)」（前第３四半期連結累計期間△３百万円）については、重要性が増したため、

当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。

　

　前第３四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「固定資産除却損」（前第３四半期連結累計期間44百万円）については、重要性が増したため、当第３四半期連結累計

期間より区分掲記しております。

　

　前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

の取得による支出」（当第３四半期累計期間32百万円）については、重要性が乏しいため、当第３四半期連結累計期間

においては「その他」に含めて表示しております。
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」　(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「持分法による投資利

益」（前第３四半期連結会計期間55百万円）については、営業外収益の総額の100分の20超となったため、当第３四半

期連結会計期間においては区分掲記しております。

　

　前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」（前第

３四半期連結会計期間２百万円）については、特別損失の総額の100分の20超となったため、当第３四半期連結会計期

間においては区分掲記しております。

　　　

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、92,170百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、92,630百万円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

保管・運送費 1,801百万円

貸倒引当金繰入額 197百万円

給料手当 3,076百万円

賞与引当金繰入額 243百万円

退職給付引当金繰入額 379百万円

減価償却費 2,156百万円

保管・運送費 1,830百万円

給料手当 3,403百万円

賞与引当金繰入額 310百万円

退職給付引当金繰入額 337百万円

減価償却費 1,585百万円

  
※２　当第３四半期連結累計期間において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

イタリア

プリント配線板用

ドライフィルムレ

ジスト製造設備等　

建物、工具器具

備品等
118

　当社グループは収支の把握を行っている管理会計

上の事業区分にて資産のグルーピングを行っており

ます。

　上記の資産は欧州における事業環境の悪化等によ

り収益性が著しく低下したため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額118百万円

を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを7.69％で割

り引いて算出しております。
　

───────────────

───────────────　 ※３　過年度法人税等は、移転価格税制に基づく更正処分に

対する、国税不服審判所の裁決による法人税等還付

額であります。
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

保管・運送費 604百万円

給料手当 841百万円

賞与引当金繰入額 242百万円

退職給付引当金繰入額 124百万円

減価償却費 686百万円

保管・運送費 615百万円

給料手当 957百万円

賞与引当金繰入額 310百万円

退職給付引当金繰入額 115百万円

減価償却費 551百万円

　 　　

───────────────　 ※２　当企業集団は、四半期会計期間の３ヶ月情報の作成方

法に累計差額方式を採用しており、為替レートの変

動により特別損失の「その他」がマイナス表示と

なっております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 32,294百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △11,061百万円

現金及び現金同等物 21,233百万円

 

現金及び預金勘定 43,481百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △9,065百万円

現金及び現金同等物 34,416百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　46,600,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　1,594,907株

 

３．配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 675 15

平成22年

３月31日

平成22年

６月28日
利益剰余金

平成22年11月４日

取締役会
普通株式 675 15

平成22年

９月30日

平成22年

11月29日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日） （単位：百万円）

 材料事業 装置事業 計 消去又は全社 連結

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 17,009 1,704 18,714 ―　 18,714

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
― 16 16 (16) ―

計 17,009 1,721 18,730 (16) 18,714

営業利益又は営業損失（△） 2,003 △643 1,359 (860) 499

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日） （単位：百万円）

 材料事業 装置事業 計 消去又は全社 連結

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 48,071 3,212 51,284 ― 51,284

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
― 54 54 (54) ―

計 48,071 3,267 51,338 (54) 51,284

営業利益又は営業損失（△） 4,288 △1,769 2,518 (2,796) △277

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　　２．各区分に属する主な製品

事業区分 主な製品

材料事業 エレクトロニクス機能材料、高純度化学薬品、印刷材料

装置事業 液晶パネル製造装置、半導体製造装置

　　　　３．会計処理の方法の変更

該当事項はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日） （単位：百万円）

 日本 北米 欧州 アジア 計
消去又
は全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 13,1731,612 1,390 2,53618,714 ― 18,714

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
2,844 392 13 125 3,376(3,376) ―

計 16,0182,005 1,404 2,66222,090(3,376)18,714

営業利益又は営業損失（△） 357 211 △43 176 700 (201) 499

　　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日） （単位：百万円）

 日本 北米 欧州 アジア 計
消去又
は全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 37,2274,215 3,728 6,11251,284 ― 51,284

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
7,606 1,131 24 327 9,089(9,089) ―

計 44,8345,346 3,752 6,44060,374(9,089)51,284

営業利益又は営業損失（△） △240 259 △89 212 142 (419)△277

　（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する国または地域

（１）北米・・・・・アメリカ合衆国

（２）欧州・・・・・イタリア、オランダ

（３）アジア・・・・大韓民国、台湾、中華人民共和国

３．会計処理の方法の変更

該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,881 1,086 7,956 123 11,048

Ⅱ　連結売上高（百万円）     18,714

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
10.0 5.8 42.5 0.7 59.0

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,652 2,939 21,659 228 29,480

Ⅱ　連結売上高（百万円）     51,284

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
9.1 5.7 42.2 0.5 57.5

　（注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国または地域

（１）北米・・・・・アメリカ合衆国、カナダ

（２）欧州・・・・・フランス、イタリア、オランダ、ドイツ、アイルランド

（３）アジア・・・・大韓民国、台湾、中華人民共和国、シンガポール、イスラエル

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）および当第３四半期連結会計期

間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当企業集団の報告セグメントは、当企業集団の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当企業集団は、製品・サービス別に事業を区分しており、各事業部門は、取り扱う製品・サービスについて国

内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　当企業集団は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「材料事業」および「装置事業」の２つ

を報告セグメントとしております。

　「材料事業」は、主としてエレクトロニクス機能材料、高純度化学薬品および印刷材料の製造・販売をいたし

ております。「装置事業」は、主として液晶パネル製造装置、半導体製造装置の製造・販売および保守をいたし

ております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　　　　　　 (単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

材料事業 装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 53,683 2,735 56,418 － 56,418
セグメント間の内部売
上高または振替高

－ 64 64 △64 －

計 53,683 2,799 56,483 △64 56,418

セグメント利益または損

失(△)
8,272 △1,398 6,874 △2,442 4,432

　

（注）１．セグメント利益または損失(△)の調整額△2,442百万円には、各報告セグメントに配分していない

全社費用△2,442百万円が含まれており、これは主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　　　　　　 (単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

材料事業 装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 18,138 801 18,940 － 18,940
セグメント間の内部売
上高または振替高

－ 27 27 △27 －

計 18,138 829 18,967 △27 18,940

セグメント利益または損

失(△)
2,594 △138 2,455 △883 1,572

　

（注）１．セグメント利益または損失(△)の調整額△883百万円には、各報告セグメントに配分していない全

社費用△883百万円が含まれており、これは主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」　(企業会計基準第17号　平成21

年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日)を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 2,579.25円
 

１株当たり純資産額 2,578.30円
 

 

２．１株当たり四半期純利益または四半期純損失等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失 △4.02円 １株当たり四半期純利益 56.65円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益または四半期損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)   

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円） △181 2,549

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（百万円）
△181 2,549

期中平均株式数（千株） 45,006 45,005

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 11.28円 １株当たり四半期純利益 21.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益   

四半期純利益（百万円） 508 952

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 508 952

期中平均株式数（千株） 45,006 45,005
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２【その他】

  平成22年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ) 配当金の総額………………………………………675百万円

　(ロ) １株当たりの金額…………………………………15円00銭

 （ハ) 支払請求の効力発生日および支払開始日………平成22年11月29日

(注)　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成22年２月８日

東 京 応 化 工 業 株 式 会 社

　 取 　締 　役 　会 　御中 
 

有限責任監査法人 トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　 小　島　洋太郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　登樹男　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京応化工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京応化工業株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成23年２月８日

東 京 応 化 工 業 株 式 会 社

　 取 　締 　役 　会 　御中 
 

有限責任監査法人 トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　 小　島　洋太郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　登樹男　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京応化工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京応化工業株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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